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　 合    　　　　　　  計 　 合    　　　　　　  計

電 気 事 業 固 定 資 産 1,969,977 社 債 640,371 

内 燃 力 発 電 設 備 110 長 期 未 払 債 務 1,164 

　貸　　借 　 対 　 照 　 表

２ ０ ２ ３ 年 ３ 月 ３ １ 日 現 在

固 定 資 産 2,137,096 固 定 負 債 1,446,497 

配 電 設 備 834,296 退 職 給 付 引 当 金 72,468 

業 務 設 備 100,501 役 員 中 期 賞 与 引 当 金 27 

送 電 設 備 584,110 リ ー ス 債 務 3,037 

変 電 設 備 450,532 関 係 会 社 長 期 債 務 700,209 

事 業 外 固 定 資 産 2,268 １年以内に期限到来の固定負債 77,007 

固 定 資 産 仮 勘 定 88,816 買 掛 金 82,079 

貸 付 設 備 425 雑 固 定 負 債 29,219 

附 帯 事 業 固 定 資 産 138 流 動 負 債 519,839 

75,895 

未 払 税 金 13,241 長 期 投 資 19,848 

預 り 金 947 

建 設 仮 勘 定 88,816 未 払 金 40,868 

未 払 費 用 32,390 投 資 そ の 他 の 資 産

前 払 年 金 費 用 13,032 

雑 流 動 負 債 1,291 繰 延 税 金 資 産 43,544 

負 債 合 計 1,966,336 

関 係 会 社 長 期 投 資 570 

関 係 会 社 短 期 債 務 179,337 長 期 前 払 費 用 7,014 

諸 前 受 金 92,674 

現 金 及 び 預 金 1,000 資 本 金 40,000 

売 掛 金 78,146 資 本 剰 余 金 281,295 

貸 倒 引 当 金 （ 貸 方 ） △ 8,115 

流 動 資 産 151,894 株 主 資 本 322,655 

前 払 金 19 利 益 剰 余 金 1,359 

前 払 費 用 229 そ の 他 利 益 剰 余 金 1,359 

諸 未 収 入 金 58,722 資 本 準 備 金 10,000 

貯 蔵 品 6,329 そ の 他 資 本 剰 余 金 271,295 

貸 倒 引 当 金 （ 貸 方 ） △ 326 

純 資 産 合 計 322,655 

2,288,991 2,288,991 

関 係 会 社 短 期 債 権 6,613 繰 越 利 益 剰 余 金 1,359 

雑 流 動 資 産 1,159 



百万円 百万円 

1,103,807 1,115,388 

1,102,964 1,114,277 

55 64,647 

69,047 90,028 

503,205 255,563 

85,797 669,260 

64,235 5,197 

208,590 29,494 

21,451 86 

23 

90,450 

5,590 

554 

46,848 

7,112 

843 1,110 

801 1,012 

42 97 

( 11,580)

10,512 5,197 

9,257 135 

9,257 101 

34 

1,255 5,061 

64 704 

1,191 4,356 

1,114,320 1,120,585 

6,264 

6,264 

1,560 

△ 4,276 

5,836 

4,703 

税 引 前 当 期 純 利 益

法 人 税 等

法 人 税 等

法 人 税 等 調 整 額

当 期 純 利 益

事 業 外 費 用 事 業 外 収 益

固 定 資 産 売 却 損 固 定 資 産 売 却 益

当 期 経 常 利 益

当 期 経 常 収 益 合 計

財 務 費 用 財 務 収 益

支 払 利 息 受 取 配 当 金

受 取 利 息

営 業 利 益

営 業 外 費 用 営 業 外 収 益

雑 損 失 雑 収 益

当 期 経 常 費 用 合 計

附 帯 事 業 営 業 費 用 附 帯 事 業 営 業 収 益

賠 償 負 担 金 相 当 金

廃 炉 円 滑 化 負 担 金 相 当 金

そ の 他 附 帯 事 業 営 業 費 用 そ の 他 附 帯 事 業 営 業 収 益

貸 付 設 備 収 益

電 気 事 業 雑 収 益

事 業 者 間 精 算 収 益

託 送 収 益

でんきの安全措置サービス事業営業費用 でんきの安全措置サービス事業営業収益

電 源 開 発 促 進 税

事 業 税

営 業 費 用 営 業 収 益

電 気 事 業 営 業 費 用 電 気 事 業 営 業 収 益

他 社 販 売 電 力 料

送 電 費

変 電 費

配 電 費

販 売 費

内 燃 力 発 電 費

貸 付 設 備 費

一 般 管 理 費

地 帯 間 購 入 電 力 料

他 社 購 入 電 力 料

地 帯 間 販 売 電 力 料

電 力 料

損    益    計    算    書
２０２２年 ４ 月 １ 日から
２０２３年 ３ 月３１日まで

費          用           の           部 収          益           の           部

科　　　             目 金     額金     額 科　　　             目



個   別   注   記   表 

２０２２年 ４ 月 １ 日から 

２０２３年 ３ 月３１日まで 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

関係会社株式及びその他有価証券は移動平均法による原価法によっている。 

(2) 棚卸資産 

主として，総平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価切下げの方法）によっている。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産及び無形固定資産は定額法によっており，耐用年数については主として法人税法の定めによっている。 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

売掛債権等の貸倒れによる損失に備えるため，一般債権については貸倒実績率により，破産更生債権等特定の債権については個別に回

収可能性を検討し，回収不能見込額を計上している。 

(2) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に充てるため，当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上している。 

① 退職給付見込額の期間帰属方法 

退職給付債務の算定にあたり，退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法については，給付算定式基準によってい

る。 

② 数理計算上の差異の費用処理方法 

数理計算上の差異は，各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（3 年）による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌事業年度から費用処理することとしている。 

(3) 役員中期賞与引当金 

取締役（社外取締役を除く），取締役を兼務しない役付執行役員及び執行役員に対する業績連動中期賞与の支給に充てるため，当事業

年度末における支給見込額に基づき計上している。なお，支給額が確定した場合は未払費用に計上している。 

４ 収益及び費用の計上基準 

当社の主要な事業は一般送配電事業であり，託送供給約款に基づいて託送供給を行う履行義務を負っている。当該履行義務を充足する収 

益は，検針により決定した電力量に基づき計上（検針日基準）している。 

（貸借対照表に関する注記） 

１ 担保資産及び担保付債務 

担保提供資産 

当社の全資産は，社債の一般担保に供している。 

上記に対応する債務 

社債                                                       712,733 百万円    

２ 有形固定資産の減価償却累計額                     4,982,868 百万円 

３ 保証債務等 

借入金に対する保証債務 

従業員（住宅財形借入ほか）  20,367 百万円 

４ 関係会社に対する金銭債権又は金銭債務 

短期金銭債権 6,773 百万円 

長期金銭債務 1,340,580 百万円 

短期金銭債務 253,024 百万円 

５ 損益計算書に記載されている附帯事業に係る固定資産の金額 

でんきの安全措置サービス事業 

他事業との共用固定資産の配賦額 36 百万円 

（税効果会計に関する注記） 

１ グループ通算制度への移行 

当社は，当事業年度から，連結納税制度からグループ通算制度へ移行している。これに伴い， 法人税及び地方法人税並びに税効果会計の 

会計処理及び開示については「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42 号 2021 年 8 月

12 日）（以下，「実務対応報告第 42 号」という。）に従っている。また，実務対応報告第 42 号第 32 項（１）に基づき，実務対応報告第 42

号の適用に伴う会計方針の変更による影響はないものとみなしている。 

２ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因 

繰延税金資産の発生の主な原因は，地役権償却額，退職給付引当金，減価償却費損金算入限度超過額であり，回収可能性が認められない

ものは評価性引当額を控除している。 

   繰延税金負債の発生の主な原因は，前払年金費用である。 

 

 

 



（関連当事者との取引に関する注記） 

親会社 

種類 会社等の名称 
議決権等の所有 

（被所有）割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 

取引金額 

(百万円) 
科 目 

当事業年度 

末残高 

(百万円) 

親会社 中部電力㈱ 
（被所有） 

直接 100.0% 

社債発行 

資金借入 

運転資金融通 

役員の兼任等 

社債の発行(注 1)  － 

社債 640,371 

1 年以内に期限到来

の固定負債 
72,362 

社債利息の支払(注 1) 3,908 関係会社短期債務 751 

長期資金の借入(注 2) 138,378 
関係会社長期債務 700,209 

関係会社短期債務 48,276 

短期資金の借入(注 2) 109,446 関係会社短期債務 109,446 

借入利息の支払(注 2) 5,346 関係会社短期債務 1,143 

運転資金の預入(注 3) 30,800 － － 

運転資金の借入(注 3) 4,274 関係会社短期債務 9,810 

グループ通算制度 

による通算税効果額

の授受 

4,292 関係会社短期債権 4,292 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(注 1) 中部電力株式会社に対してＩＣＢ（Inter Company Bond）を発行したものであり，同社が発行した社債等と同様の条件で利率を決定

している。 

(注 2) 中部電力株式会社に対しＩＣＬ（Inter Company Loan）により借入れたものであり，同社の借入金等と同様の条件で利率を決定して

いる。 

(注 3) 市場金利を勘案して利率を合理的に決定している。また，取引金額は，期中の平均残高を記載している。 

（１株当たり情報に関する注記） 

１株当たり純資産  17,071 円 61 銭 

１株当たり当期純利益  248 円 88 銭 

 


